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2021年3月期 決算説明資料
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（証券コード：1965）

【ご注意】
本資料の業績予想数値は、決算発表日において入手可能な情報に基づき推計した見込みです。
経済動向、業界や市場の動向、その他多様なリスクや不確実性等を含み、予想数値と異なる可能性があります。
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1. 最近の業績推移
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最近の業績推移（連結：売上高／経常利益）

◆2021年3月期は、新型コロナウイルス感染拡大による経済の停滞を受け、景気は一旦大きく
後退した後、一度は持ち直しの動きが見られましたが、緊急事態宣言再発令等を受け、予断を
許さない状況となりました。当社業績については、企業の設備投資がコロナの長期化で低調に
推移したことで受注が減少し、また、翌期以降に繰り越された工事が多かったこともあり、
減収減益となりました。

◆2022年3月期の見通しは、緩やかな景気回復が見込まれていますが、コロナ禍以前の状況に
回復するには相当な期間を要すると思われます。そのような環境下ではありますが、公共投資
は前年並みを想定し、企業の設備投資計画も回復傾向にあることから、増収増益を見込んで
おります。
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【売上高／経常利益 推移】

（単位：億円） （単位：億円）
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2. 2021年3月期決算概要
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連結損益計算書について

◆2021年3月期は期首手持工事が前期と比較して29億円少なく、緊急事態宣言発令により
営業活動が制限され中小型工事の受注が落ち込んだこともあり、売上高は減少しました。
また、利益率の低い大型工事の完成もあり、営業利益・経常利益とも大きく減少しました。

※2021年3月期業績予想は、2021年2月5日に発表した「業績予想の修正に関するお知らせ」に修正しており
ます。なお、受注高・手持工事高は第2四半期決算説明会資料の値となります。

2020年3月期 2021年3月期

実績 業績予想 実績 前期比 予想比

売上高 60,926 53,500 54,871 △9.9％ 2.6％

売上総利益 10,500 － 7,906 △24.7％ －

営業利益 4,263 1,240 1,709 △59.9％ 37.8％

経常利益 4,505 1,570 2,128 △52.7％ 35.6％

親会社株主に帰属する
当期純利益

2,927 860 1,234 △57.8％ 43.6％

1株当たり当期純利益（円） 132.18 38.95 56.11 △57.6％ 44.1％

受注高 57,933 56,600 56,187 △3.0％ △0.7％

手持工事高 31,422 30,187 32,805 4.4％ 8.7％

（単位：百万円）
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2020年3月期 2021年3月期

実績 実績 増減額 増減率

受注高

産業設備工事 32,833 32,049 △784 △2.4％

一般ビル設備工事 21,903 20,789 △1,114 △5.1％

電気設備工事・冷熱機器販売等 3,196 3,349 153 4.8％

合計 57,933 56,187 △1,745 △3.0％

（うち、海外） （1,150） （761） （△388） （△33.8％）

◆期初の新型コロナウイルス感染拡大による経済活動の停滞を受け、景気の先行き不透明感の
高まりから、お客様の設備投資の様子見や延期等の影響があり、産業設備工事・一般ビル設備
工事共に、前年同期と比較して受注が減少しました。

（単位：百万円）

セグメント別連結受注実績について
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2021年3月期営業利益の増減要因分析
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◆産業設備工事は売上高は増加（25.7億円）したが、営業利益率の低い大型工事があり、営業利益

が前期比減少（▲7.8億円）

◆一般ビル設備工事は売上高減少（▲80億円）に伴い、営業利益が前期比減少（▲17.1億円）

◆電気設備工事の売上高減少（▲3.4億円）、冷熱機器販売の売上高減少（▲2.8憶円）により、

営業利益は前期比減少（▲1.1億円）

◆一般管理費の微減により、営業利益が前期比増加（0.4億円）

（単位：億円）

電気設備工事・
冷熱機器販売等
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セグメント別動向-①産業設備工事
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受注高 売上高 手持工事高

◆QOL.MGCエージレス株式会社 第Ⅱ期棟新築工事

◆佐藤薬品工業株式会社製剤A棟新築工事

◆株式会社湖池屋九州工場建設工事

2021年3月期事業概況 2021年3月期主な受注実績

（単位：億円）

・受注高は、製薬関連の大型物件、電子デバ
イス、化学工場等の受注がありましたが、
全体的な落ち込みは補えず、前期比2.4％
減少となりました。

・売上高は、大型の半導体工場の完成があり
前期比8.5％の増加となりました。

・手持工事高は、受注の落ち込みが影響し、
前期比4.5％減少となりました。
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セグメント別動向-①産業設備工事

◆藤森工業株式会社 昭和事業所SS２KⅡ期増築工事 ◆三菱ガス化学株式会社新潟工場 研究総合棟新築工事

◆ローム・アポロ株式会社筑後工場SiC新棟機械設備工事 ◆コニカミノルタ高槻サイト北棟

2021年3月期主な完成工事
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セグメント別動向-②一般ビル設備工事

◆大阪大学（豊中）同位体科学総合棟新営その他
機械設備工事

◆国立国会図書館関西館本館空調改修工事
◆アップルパレス青森大規模改修工事
◆新潟刑務所処遇管理棟等新営（機械設備）工事
◆琉球海運株式会社博多港総合物流センター
新築工事

◆ハンセン（R2）隊舎（4009）新設機械工事
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2021年3月期事業概況 2021年3月期主な受注実績

（単位：億円）

・受注高は、官公庁工事である防衛省や国立大学
法人、病院などの受注がありましたが、大型物件
の受注が減少し、前期比5.1％減少となりました。

・売上高は、病院、市場、美術館等の工事の完成が
ありましたが、前期比29.4％減少となりました。
手持工事高は前期比11.5％増加となりました。
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セグメント別動向-②一般ビル設備工事

◆水戸法務総合庁舎（18）機械設備工事

2021年3月期主な完成工事

◆池田市立新学校給食センター建設工事 ◆東京消防庁消防学校第一校舎 空調設備改修工事

◆多摩美術大学八王子キャンパス学生寮新築工事
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セグメント別動向-③電気設備工事・冷熱機器販売等

【 eコマース事業HP「空調エキスパート」】

【パッケージエアコン】

・電気設備工事
受注は大型工事があり前期比21.0％増加しましたが、
翌期以降の完成が多く、売上高は14.7％減少となりました。
手持工事高は前期比 221.5％増加となりました。

・冷熱機器販売
パッケージ エアコンの販売は新型コロナウイルス感染症
の影響に伴う設備投資の低迷により、
売上は前期比26.3%減少となりました。

2021年3月期事業概況
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【売上高推移】

電気設備工事 冷熱機器販売

（単位：百万円）

※太陽光発電事業及び不動産賃貸事業は、金額が僅少のため記載を省略しております。
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2020年3月期 2021年3月期 増減

負債の部

流動負債 19,005 18,245 △760

支払手形・電子記
録債務・工事未払
金等

13,705 13,802 96

その他 5,300 4,442 △857

固定負債 1,826 2,915 1,089

負債合計 20,832 21,160 328

純資産の部

株主資本 35,597 35,737 140

資本金 2,746 2,746 －

資本剰余金 2,498 2,498 －

利益剰余金 31,009 31,490 481

自己株式 △656 △998 △341

その他の包括利益累計額 2,879 5,544 2,664

純資産合計 38,477 41,282 2,804

負債純資産合計 59,309 62,443 3,133

2020年3月期 2021年3月期 増減

資産の部

流動資産 42,263 40,959 △1,303

現金及び預金 15,478 14,726 △751

受取手形・電子記
録債権・完成工事

未収人金等
25,585 24,148 △1,436

未成工事支出金等 172 177 4

その他 1,039 1,910 870

貸倒引当金 △12 △2 9

固定資産 17,045 21,483 4,437

有形固定資産 4,469 4,427 △42

無形固定資産 242 207 △35

投資その他の資産 12,333 16,848 4,515

投資有価証券 7,714 10,035 2,321

その他 4,637 6,832 2,194

貸倒引当金 △19 △19 0

資産合計 59,309 62,443 3,133

連結貸借対照表

（単位：百万円）
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連結キャッシュ・フロー計算書

2020年3月期 2021年3月期 増減 内容

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,502 1,136 △1,366
税金等調整前当期純利益2,038、
未成工事受入金の減少891

投資活動によるキャッシュ・フロー △313 △1,295 △981
有形固定資産424、定期預金の預入
360

財務活動によるキャッシュ・フロー △629 △1,113 △484 配当金752、自己株式取得341

現金及び現金同等物に係る換算差額 △53 60 114

現金及び現金同等物の増減額
（△は減少） 1,505 △1,212 △2,717

現金及び現金同等物の期首残高 13,393 14,899 1,505

現金及び現金同等物の期末残高 14,899 13,686 △1,212

フリーキャッシュ・フロー 2,188 △159 △2,347 営業ＣＦ+投資ＣＦ

（参考：過去5年間の状況） 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期

フリーキャッシュ・フロー 3,395 △1,637 3,396 2,188 △159

（単位：百万円）
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3. 2022年3月期通期業績予想
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2022年3月期業績予想 連結損益計算書

2021年3月期 2022年3月期

実績 業績予想 前期比

売上高 54,871 58,000 5.7％

売上総利益 7,906 8,470 7.1％

営業利益 1,709 2,100 22.9％

経常利益 2,128 2,300 8.0％

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,234 1,500 21.5％

1株当たり当期純利益（円） 56.11 68.90 22.8％

受注高 56,187 59,000 5.0％

手持工事高 32,805 33,905 3.4％

（単位：百万円）

◆緩やかな景気回復基調が続くと思われますが、今後の感染症の流行状況によっては、再び経済
活動が停滞する可能性も拭えず、予断を許さない状況が続くものと思われます。

◆公共投資は前年並みに推移するものと思われ、お客様の設備投資は業態により回復傾向が見込
まれており、今期の売上高は前期比5.7％増、経常利益は8％増を予想しております。

◆2022年3月期を初年度とする「中期3か年事業計画（2021年4月～2024年3月）」を策定し、
その基本方針に則り、引き続きバランスの取れた受注活動を推進するとともに、ESG経営推進
に取り組んでまいります。
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セグメント別連結売上高・営業利益予想について
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【連結売上高の増減要因】
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2021年3月期実績

【連結営業利益の減少要因】

営業利益 増加分 減少分

◆売上高予想の内訳

産業設備工事:317億円 一般ビル設備工事:230億円 電気設備工事・冷熱機器販売等:33億円
合計:580億円

◆営業粗利予想の内訳
産業設備工事:45億円 一般ビル設備工事:34億円 電気設備工事・冷熱機器販売等:5.7億円
一般管理費:63.7億円 合計:  21億円

産業設備工事の売上は手持工事の状況から若干の減少を見込みますが、それ以外は増加予想と
なります。

（単位：億円）（単位：億円）

0.0

電気設備工事・
冷熱機器販売等

電気設備工事・
冷熱機器販売等
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4. 「中期３か年事業計画」
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「中長期経営ビジョン2023」及び「中期３か年事業計画」

中長期的に当社グループの目指すもの

2023年度（第75期）までに

連結売上高650億円

経常利益26億円を達成し

ROE 5％以上を目指す

「中長期経営ビジョン2023」の基本方針

１．規模の拡大だけに捉われず、当社で培った特色
のある技術を駆使した事業展開を目指す

２．継続的に成長するためお客様への付加価値を向上
させ、リピート率の高い経営基盤を確立する

３．ASEAN市場を収益源の一つとして認識し、
ターゲットを絞った市場へ積極的に投資する

４．一人ひとりの社員を輝き成長させるための社員
教育と、採用を含め人的資源へ継続的に投資する

最終年度2020年度（第72期）数値目標

単体ベース 連結ベース

①総売上高 600億円 660億円

②経常利益 30億円 33億円

③1人当たり売上高 7,700万円

④1人当たり経常利益 385万円

⑤人員 780人

｢中期3か年事業計画｣の基本方針

１．バランスのとれた受注の推進

医薬品関連・食品をはじめとする産業設備を中心に

バランスのとれた受注を推進する

２．積極的な海外展開

当面のターゲットをASEAN市場に絞り、海外売上高

の目標を総売上高の５％とする

３．働き方改革の推進

全従業員の４週６休の完全実施を早期に果たし、

4週８休の実現を目指す

４．企業競争力の一層の強化

IｏT等の最先端の技術の活用、生産性の向上により

企業競争力の一層の強化を図る

５．新たなビジネスへの挑戦

新たな収益源として、新規事業に挑戦する

中期3か年事業計画※中長期経営ビジョン2023※

※2015年度(第67期)～2023年度(第75期)

※2018年度(第70期)～2020年度(第72期)
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「中期３か年事業計画(最終年度2020年度) 」の実績

１．バランスのとれた受注の推進
医薬品関連・食品をはじめとする産業設備を中心にバランスのとれた受注を推進する ⇒ 概ね達成

・2019年3月期 民間産業設備 63 ％、 民間一般 15％、 官公庁 21％
・2020年3月期 民間産業設備 60 ％、 民間一般 27％、 官公庁 13％

・2021年3月期 民間産業設備 60％、 民間一般 15％、 官公庁 25％ （※テクノ菱和単体・小工事除く）

２．積極的な海外展開
当面のターゲットをASEAN市場に絞り、海外売上高の目標を総売上高の５％とする ⇒ 目標未達

・2019年3月期 海外売上高：連結総売上高の 1.7％
・2020年3月期 海外売上高：連結総売上高の 1.9％
・2021年3月期 海外売上高：連結総売上高の 1.6％

３．働き方改革の推進
全従業員の４週６休の完全実施を早期に果たし、４週８休の実現を目指す ⇒ 目標半ば

・４週６休の取得率は着実に向上 90.1％（2019年3月期）⇒ 94.9％ (2020年3月期）
・2021年３月期は全従業員の４週８休の実現を目指す 実績 87.5％

４．企業競争力の一層の強化
ＩoＴ等の最先端の技術の活用、生産性の向上により企業競争力の一層の向上を図る ⇒ 概ね達成

・iPad と各種アプリ等を積極的に活用。 主要な会議の完全ペーパーレス化を実現。
・テクノ菱和R＆Dセンターに移転した新研究所を『省エネ・環境技術』の発信拠点として活用。

５．新たなビジネスへの挑戦
新たな収益源として、新規事業に挑戦する ⇒ 目標未達
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5.新「中期３か年事業計画」
2021年度（73期） ～ 2023年度（75期）
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中期３か年事業計画の数値目標及び基本方針

１．激化する競争環境への対応
・医薬品・食品・電子デバイス関連をはじめとする産業設備を中心に、
バランスのとれた受注を推進する。

・技術の継承により設計・積算・施工技術の一層の向上を図る。

２．働き方改革の一層の推進
・ＤＸを推進して業務の効率化を進め、生産性と競争力の向上を図る。
・誰もが生き生きと働ける職場をつくる。

３．ＥＳＧへの取り組みの深化
・低炭素社会の実現に向けた取り組み、脱フロンに向けた取り組み、
グリーン調達の取り組みを実施する。

４．環境ビジネスへの挑戦
・環境を基軸とした新たなビジネスへの取り組みを開始する。

５．海外事業の足場固め
・コロナ禍の先を見通し、既存エリアでの収益性の向上を図るとともに、

新規エリアの探索を行う。
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中期３か年事業計画における成長シナリオ

- 時間軸を含めた成長シナリオ -

実現
すること

取組事項
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2022年3月期の取組

１．品質の向上に対する取組
・業界に特化したノウハウ・顧客情報の蓄積
・案件を通じた技術力の向上

２．競争力の拡大に関する取組
・環境分野の情報を収集、ビジネスモデル構築に向けた取組を強化
・DX（デジタトランスフォーメーション）への取組

３．顧客の拡大に関する取組
・医薬品、食品、電子デバイス関連およびそれらの周辺分野の顧客開拓

４．ＥＳＧに関する取組
・ＥＳＧの取組に対する目標の設定、環境への取組、ダイバーシティの推進

５．海外展開に向けた取組
・既存エリアでの収益性の向上

６．人事制度に関する取組
・モチベーションの向上につながる人事制度の見直し

７．インフラの強化に関する取組
・アクションプランを支えるインフラ（社内ＩＴシステム）の強化
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最終年度2023年度（第75期）数値目標

最終年度2023年度（第75期）数値目標

単体ベース 連結ベース

①総売上高 580億円 635億円

②経常利益 23億円 26億円

③1人当たり売上高 6,700万円

④1人当たり経常利益 265万円

⑤人員 867人

新中期3か年事業計画※

※2021年度(第73期)～2023年度(第75期)
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6.株主への還元
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株主への還元について

◆株主への利益還元を経営の最重要課題の一つと認識し、経営基盤の充実を図りつつ、
期間収益及び配当性向を勘案し、安定して配当を維持することを基本方針としております。

◆2022年3月期の配当予想につきましては、業績予想を勘案し、中間配当金を1株につき12円、
期末配当金を1株につき16円とし、年間配当金は1株につき28円を予定しております。

基本方針

◆2019年3月期 自己株式の取得（723千株／648百万円）を実施
◆2020年3月期 創立70周年記念配当1株につき2円を実施
◆2021年3月期 自己株式の取得（378千株／341百万円）を実施

（単位：円）
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7. ESG
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テクノ菱和のCSR と ESG経営

基本的な考え

テクノ菱和は、社会の一員として空気調和衛生設備の設計、
施工管理、保守メンテナンス、研究開発といった事業活動を
通してサステナブルな社会の実現に向けて行動していきます。

その事業活動は、取引先（お客様・協力業者・納入業者等）、
地域社会、株主、従業員等のステークホルダー（利害関係者）
との関係から成り立っています。

当社が目指している「CSR」は、すべての事業活動を通じて
ステークホルダーの皆様に対して、価値を創出し信頼を獲得
していくことで、社会全体と共に持続的に成長していくこと
にあります。

CSRの実践領域については、以下の3点を念頭に活動します。

1. 継続的なCSR活動により、長期的な企業価値を高めて
いきます。

2. CSRの実践領域を通じて、ESG（環境・社会・企業統治）
経営を推進していきます。

3. SDGs（国連の定めた持続可能な開発目標）の達成に向けて、
CSR活動を通じて貢献をしていきます。
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マテリアリティとESG

ESG
分野

マテリアリティ
（重要課題）

内 容
ISO26000
「中核課題」

ＫＰＩ 関連するＳＤＧｓ

E

環境負荷低減と汚染防止 CO2排出削減、省エネ推進 環境 オフィス電力量、社有車燃費、省エネ提案による
CO2削減量

廃棄物の削減とリサイクルの推進 環境 元請現場の廃棄物量の計測

大気保全、化学物質規制対策 環境 環境法令順守

グリーン調達の推進 環境 グリーン購入率（事務用品）、グリーン調達率
（機器）

技術開発力の強化 技術開発力の強化 環境 省エネ関連技術の社外発表件数

S

ダイバーシティの推進 ダイバーシティの推進 人権 技術系従業員に占める女性比率

労働慣行 管理職層に占める女性比率

人材の確保・育成 人材育成、技術継承 労働慣行 一人当たりの資格取得数

人材の確保 労働慣行 新入社員3年離職率

働き方改革の推進 労働生産性の改善、DXの推進 労働慣行 一人当たりの時間外労働時間

長時間労働の是正、ワークライフバランス
の推進

労働慣行 一人当たりの平均年次有給休暇取得

コミュニティ 子供の出生時に父親が取得できる休暇制度制定

労働安全衛生の推進 安全衛生の推進 労働慣行 強度率、度数率（当社基準 労災事故発生率）

消費者課題

コミュニティ

施工品質の向上 施工品質の向上 消費者課題 補償工事の削減

G

コーポレートガバナンス
の強化

企業統治の推進 組織統治 社外取締役の比率

ESG情報開示の促進 組織統治 CSR報告書の発行

公益通報者保護制度の整備・運用 組織統治

ステークホルダー・エンゲージメントの推
進

組織統治 投資家との個別エンゲージメント

コンプライアンスの徹底 コンプライアンスの徹底 組織統治 コンプライアンス研修受講率

情報セキュリティの強化 情報セキュリティの強化 組織統治 セキュリティ講習受講率

責任あるサプライチェー
ン・マネジメントの推進

責任あるサプライチェーン・マネジメント
の推進

公正な事業慣行 テクノ菱和調達方針の制定
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ESGの状況について

[環境｜Environment]

テクノ菱和環境方針
当社は次に定める基本理念と基本方針に基づいて、ISO14001を軸にした環境マネジメントシステムを構築しています。

➢ 基本理念

当社はすべての事業活動において、地球環境の保全とその次世代への継承のためにあらゆる技術を駆使して環境負荷の低減を図り、

社会の持続的発展に貢献する。

➢ 基本方針

1. 当社の事業活動における環境側面とその環境影響を認識し、廃棄物削減、オゾン層保護、省エネルギー、地球温暖化防止など環境
保全に取り組む。

2. 環境負荷の低減、汚染の予防に関する当社の環境制御技術を提供することで社会の持続的発展に貢献する。

3. 当社の環境側面に関して、適応可能な法的要求事項および当社が同意するその他の要求事項を順守する。

4. 環境マネジメントシステムを構築し、明確な環境目的と目標を設定し、実施し、継続的な改善を図る。

5. 社員および協力業者へ環境方針の周知徹底を図るとともに、環境教育・啓発活動を通じて、環境保全に関する意識・知識の向上を
図る。

6. この方針は、当社インターネットホームページに掲載し、一般の人に公開する。

事業活動を通じた環境負荷低減活動
2017年に取得したISO14001の環境マネジメントシステムをもとに、各事業所、各部門で環境負荷低減に向けた各種の取り組みを実
施しています。

区分 環境目標 項目

グリーンオフィスに向けた取組

オフィスの省エネルギー活動の実施 オフィス電力量（kWh）削減量

コピー用紙使用量の削減 従業員一人当たりコピー用紙使用量の削減

グリーン購入の定着化 グリーン購入率の向上

グリーンビジネスに向けた取組 顧客のCO2削減貢献量の拡大 顧客のCO2削減（エネルギー運用コスト削減）提案の拡大
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ESGの状況について

[社会｜Social]

働きやすい職場に向けて
少子高齢化が進み、建設業における人手不足が一層深刻化する中で、多様な人材が活躍できる職場環境の整備を進めています。

特に高齢者および女性が活躍できる職場を目指し、各種取組みを推進しています。

女性採用
割合

28.1%
（2020年度
実績）

平均勤続年数
男性18年６か月
女性13年5か月
(2021年3月末日

時点）

社員のワーク・ライフ・バランスの実現に向けて
仕事と育児・介護との両立が必要な社員に対する制度を整備するほか、在宅勤務やフレックスタイム制度などの柔軟に働くことのできる
勤務制度、社員の社会貢献を支援する制度を導入し、仕事と家庭を両立しながら、すべての社員が能力を発揮できるような職場環境づく
りを進めています。

◆テクノ菱和の両立支援制度 有給休暇
取得率

49.2%
（2020年度
実績）

育児休業からの

復職率 100%
(2020年度
実績）

地域社会への貢献
地域への貢献活動の一環として、東京本店のある豊島区南大塚の地域の路上清掃活動を

行っています。同様の活動は、横浜支店など、いくつかの事業所にて実施しています。

制度 内容

育児・介護関連制度
育児休業制度、介護休業制度、育児短時間勤務制度、
介護短時間勤務制度など

在宅勤務制度
傷病による長期療養からの復帰者、育児・介護等で
両立が必要な社員に対する在宅勤務制度

ボランティア休暇制度 社員の社会貢献を支援

フレックスタイム制度
コアタイム(11:00～14:00)、フレキシブルタイム
(7:30～20:00)とするフレックスタイム制度

その他の制度 半日単位の有給休暇制度

2019年度 2020年度

男性 女性 男性 女性

新卒採用者 20人 4人 14人 6人

中途採用者 10人 2人 9人 3人

合計 30人 6人 23人 9人

定年後の
再雇用者数

13人
(2020年度
実績）
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ESGの状況について

[ガバナンス｜Governance]

コーポレートガバナンス

基本的な考え方

当社は、取締役会をはじめとした会社の各部署が、その目的に応じてそれぞれの役目を
十分に果たすことがコーポレートガバナンスを充実させる手段であると考えています。
これにより、経営の透明性・公正性を高めるとともに迅速な経営判断が行えるように努
めています。

コーポレートガバナンス体制

取締役会は、各取締役の業務執行状況を互いに監視・監督するモニタリング機能を有す
るとともに、事業計画などの経営方針や業務執行に関する重要事項を決議する経営の最
高意思決定機関としての機能を有しています。当社は、監査等委員会設置会社制度を選
択することにより、取締役会において議決権を有する独立した社外取締役の比率を高め、
監督機能の強化を図っています。

内部統制システム

基本的な考え方

当社は、会社法の定めに基づき、コンプライアンス体制、情報管理体制、グループ会社
管理体制等について「内部統制システムの基本方針」として取締役会で決議しています。

また、監査等委員会や内部監査部門による監査を通じて当社び内部統制システムが有効
に機能しているかをチェックしています。当社の内部統制システムの整備状況および運
用状況については、株主総会の招集通知に「業務の適正を確保するための体制および運
用状況に関する事項」として、開示しています。

リスクマネジメント

リスク管理体制

リスク管理体制の基盤として「リスク管理基本規定」を制定し、リスク管理に関する基
本方針を定め、同規定に基づいた社長管轄のリスク管理委員会を設置しています。

平均勤続年数

男性15.8年
女性2.6年

(2019年3月31日
時点）
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8. 会社概要
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会社概要

2021年3月末日現在

会 社 名 ( 英 文 表 記 ） ： 株式会社テクノ菱和（TECHNO RYOWA LTD.）

本 社 所 在 地 ： 東京都豊島区南大塚2丁目26番20号

設 立 年 月 日 ： 1949年12月23日

資 本 金 ： 27億4,680万円

上 場 市 場 ： 東京証券取引所市場第二部

従 業 員 数 ： 725名（連結848名）有期契約社員およびパートタイマー除く

連 結 子 会 社 ： 4社：東京ダイヤエアコン株式会社
菱和エアコン株式会社
松浦電機システム株式会社
PT.TECHNO RYOWA ENGINEERING（インドネシア）

代表取締役社長執行役員 ： 黒田 英彦



36

Copyright 2021TECHNO RYOWA LTD.  

1949年12月 レイト工業株式会社として名古屋市に設立

1953年 1月 菱和調温工業株式会社に商号変更

1955年 5月 ヒートポンプ方式による冷暖房設備の施工開始

1960年 9月 産業用特殊空調設備の施工開始

1964年 4月 東京ダイヤエアコン株式会社（東京都）、
菱和エアコン株式会社（名古屋市）を設立

1966年12月 本社を東京都に移転

1976年 4月 海外（中近東諸国）における設備工事施工へ進出

1986年 9月 世田谷区経堂に技術開発研究所を新設

1989年 9月 株式会社テクノ菱和に商号変更

1990年10月 日本証券業協会 店頭登録

1996年12月 東京証券取引所市場第二部上場

2004年10月 松浦電機システム株式会社を買収し連結子会社化

2016年 4月 インドネシアに現地法人PT.TECHNO RYOWA ENGINEERINGを設立

2017年 6月 監査等委員会設置会社への移行および執行役員制度の導入

2018年 9月 横浜市にテクノ菱和R&Dセンター竣工

2021年 4月 千葉支店新社屋完成

沿革

2021年5月末日現在
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当社グループは、上記経営理念のもと、環境制御技術を駆使して社会に貢献するとともに、

「環境のトータルエンジニアリング」企業として地球環境保全に貢献する活動を行い、

CSRを重視した経営を実践してまいります。

経営理念・経営方針

◆ 「空気と水のテクノロジー」を通じて環境にやさしい生活空間の創造を目指す。

◆ 環境エンジニアリングを中核事業とし、ひろくお客様から「信頼」される企業を目指す。

◆ 人材の育成・教育を重視し働き甲斐のある企業を築き、社会に貢献する。

経営理念

経営方針

環境にやさしい

生活空間の創造

ひろくお客様から

信頼される企業

働き甲斐のある

企業を築き、

社会に貢献
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国内拠点一覧

東北支店

北関東支店

茨城支店

本社

東京本店

千葉支店

技術開発研究所

横浜支店

静岡支店

名古屋支店

九州支店

中国支店

大阪支店

本社 / 本支店 / 研究所

営業所 / サービスステーション

【本社】

【技術開発研究所】
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海外拠点一覧

1976年 4月

海外（中近東諸国）における設備工事施工へ進出

1985年 4月

インドネシアに現地法人
PT.RYOWA BINAKEK PRATAMA設立

2003年 1月

インドネシアの現地法人
PT.RYOWA BINAKEK PRATAMA会社清算

2011年 1月

インドネシア ジャカルタ駐在員事務所開設

2015年 6月

ミャンマー事務所開設

2016年 4月

インドネシアに現地法人
PT.TECHNO RYOWA ENGINEERINGを設立

ジャカルタ駐在員事務所／現地法人

ミャンマー事務所
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9. 事業内容
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事業内容

◆ 当社グループの主な事業は、空調衛生設備工事、電気設備工事、冷熱機器販売です。

◆ 受注の90%以上が空調衛生設備工事であり、工場などの産業設備工事と、オフィスビルなどの
一般ビル設備工事にセグメントを分けています。

清浄空間を必要とする各種製造工場や
研究施設等における空調衛生設備工事事務所、学校及び病院等の一般

建物における空調衛生設備工事

総受注高
100%
56,187

電気設備工事・冷熱機器販売等

一般ビル設備工事

産業設備工事

【2021年3月期受注高】

空調衛生設備工事＝産業設備工事+一般ビル設備工事

94.0% ＝ 57.0% + 37.0%

6.0%
3,349

37.0%
20,789

57.0%
32,049

（単位：百万円）



42

Copyright 2021TECHNO RYOWA LTD.  

事業内容

◆ 設備の導入からアフターメンテナンスまで、様々なフェーズで最適なサービスを行います。

コンサルティング
補助金・税制優遇の活用、設備導入に
際しての各種法令、課題について
サポート。

設備改善
ライフサイクルを見据えたご提案で、
設備の付加価値を高めます。

緊急対応
お客さまの身近にサービスマンを
配置し、緊急コールに
対応します。

保守・維持管理
設備運用の専門スタッフにより、
運転計画に沿って的確な管理を
行います。

省エネ・運用提案
環境負荷の低減や設備のロングライフ化
を踏まえ、効果的な運用提案をします。

省エネ診断
エネルギー消費量の「見える化」により、
的確なエネルギー使用量の把握、環境測
定を行います。

計画提案
省エネ・エネルギーの効率化を
ベースに、最適な設備導入を提
案します。

設計
多彩なノウハウを生かし、電気、空調、
衛生、各分野の設備設計・監理をてが
けます。

施工
新築・増改築工事はもちろん、既存施設の
リニューアルまで高信頼の施工を行います。

設備ライフサイクル
一貫ソリューション

アフター
メンテナンス

運用フェーズ

導入フェーズ

コンサルティング
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当社の強み-産業設備工事① クリーンシステム

◆ 当社は、 1960年頃から工場などのインダストリアル・クリーンシステムの設計・施工を手がけ、技術とノウハウを
蓄積しています。

◆ 半世紀以上にわたるクリーンシステムの開発・設計・施工経験を基に、お客様の生産環境に応じた最適なシス
テムを実現し、各種ユーティリティ供給システムや、施工後の保守管理を含めたトータルシステムを常に提案しま
す。

◆インダストリアル・クリーンシステム

・半導体、フラットパネルディスプレイ、光学機器、時計・精密機器、

電子機器・電子計測器などの製造・生産環境における高清浄度空調施設の

設計・施工。

◆バイオロジカル・クリーンシステム

・空気に浮遊する塵埃を除去するほか微生物やウィルスによる汚染を防ぐ

システムの設計・施工。

・医薬品、遺伝子実験、動物実験、バイオハザード、食品・化粧品など広い

分野で導入。

・実験室では汚染物質の「封じ込め」と「汚染要因の排除」を行う。
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当社の強み-産業設備工事② 技術・サービス

◆ クリーンルーム等、精密空調技術の蓄積を生かし、既存の産業設備のお客様との深耕を維持しながら、今後の
投資需要が見込まれる医薬品など新規顧客の獲得を目指す。

◆ 訴求技術の紹介

プラズマ除菌水 Plasma Water

◆ プラズマ除菌水 Plasma Water

手指洗浄の除菌効果

手洗いしていない手 プラズマ除菌水に
浸した手 プラズマ照射 手洗い用試作機

水にプラズマ（誘電体バリア放電）を照射することで生成するラジカルは、微生物に対して殺菌効果があり、

その生成方法については特許出願いたしました。

現在開発しているプラズマ除菌水の生成装置は次の用途を目指しています。

用途により必要な生成量と放電パターンが異なるため、用途に応じた機種を試作中です。

・除菌空調用 ： 室内空気の除菌及び空調機内部の除菌用として。

・除菌手洗い・除菌清掃用 ： 何度使用しても手荒れの心配はありません。
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当社の強み-産業設備工事③ 技術・サービス

◆ 訴求技術の紹介

気流可視化システム Casica

• 空気の様子を可視化することで、さまざまな問題を解決する手掛かりになります。

• クリーンルームの可視化には純水ミストによるクリーンフォガーを使用します。

• 無菌クリーンブースの気流確認動画など、GMPバリデーションの資料となります。

• レーザー光源と高感度カメラによる微粒子の可視化、気流速度解析も行います。

• 広角サーモグラフィカメラによる室内温度分布の可視化で、暑熱作業環境などの改善対策を行います。

マスクからの飛沫 ドラフトチャンバ気流 歩行発塵

◆ 気流可視化システム Casica
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当社の強み-アフターメンテナンス

46

自社サービスにより高性能なシステムを維持

◆ 設備のアフターメンテナンスを自社技術系社員が実施しています。

◆ 施設引渡し後のフォローから、運用指導、消耗品の交換、診断・リニューアルに至るまで、
お客さまの身近な場所に拠点を置き、全国ネットのサービス体制を構築しています。

全国47拠点のメンテナンス体制を構築

＜ 支 店 ＞
東北・茨城・北関東・千葉・東京・横浜・静岡・名古屋・
大阪・中国・九州

＜ 営業所 ＞
札幌・青森・盛岡・郡山・東海・鹿島・宇都宮・群馬・熊谷・
城東・港・西東京・厚木・甲府・御殿場・浜松・東愛知・
富山・長野・岐阜・福井・三重・滋賀・京都・奈良・和歌山・
神戸・姫路・広島・高松・松山・熊本・沖縄

＜サービスステーション＞
西宮・鳥栖・鹿児島



47

Copyright 2021TECHNO RYOWA LTD.  

当社の強み-新しい情報発信拠点

テクノ菱和 R&Dセンター

◆基本コンセプト

• 「省エネ・環境技術」の発信拠点
ステークホルダーへの省エネ・環境技術の発信拠点としての機能を担います。

• 要素技術の研究・開発・実証
コア事業である環境エンジニアリングに関する研究開発を推進します。

• ZEB(省エネ・創エネ)技術・設備の実証
ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）実現に向けた技術・設備の実証を行います。

【テクノ菱和 R&Dセンター】
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出版書籍

空調・衛生技術データブック第5版

空調・衛生設備設計・施工及び保守管理のため
の、図表を中心とした実務書。環境対策や施工
上の注意事項も記載。従来の社内技術資料
『RES（Ryowa Engineering Standard）』と統
合し、『空調衛生技術データブック 第5版』とし
て改訂発行。

クリーンルームにおける静電気対策

半導体・液晶製造、医薬品製造等の先端産
業の製造に携わる読者が、静電気の基礎か
ら静電気対策全般までの広範囲な知識（初
心者から上級者までのレベル）を習得でき
るように、平易に詳細に説明。

失敗から学ぶ設備工事
－クレームゼロへの挑戦！

空調・衛生設備工事の設計・施工・メンテ
ナンスの場面で、当社が実際に経験した不
具合事例を掲載し、再発防止策をまとめた
技術書。
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10. 参考資料
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参考：産業設備工事とクリーンルーム関連工事（単体：受注）
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（単位：億円）

【産業設備工事におけるクリーンルーム関連工事の受注推移】
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参考：空調工事と衛生工事の売上高推移（単体：売上高）
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【空調工事と衛生工事の売上高推移】
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参考：請負形態の推移（元請／下請 単体：売上高）
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【請負形態の推移】
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免責事項・お問い合わせ先
本資料の業績予想数値は、決算発表日において入手可能な情報に基づき推計した見込みで、 今後予告なしに
変更することがあります。

経済動向、業界や市場の動向、その他多様なリスクや不確実性等を含み、将来の業績を保証 するものではあ
りません。

目標や予想数値と異なる可能性があります。

本資料ご利用の結果、生じたいかなる損害についても、当社は一切責任を負いません。

本資料に関するお問合せ
株式会社テクノ菱和 CSR推進本部 CSR推進室
TEL：03-5978-2544 FAX：03-5978-2373


